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はじめに
　日本の国土の 61% は山地であり、66.3% は森林である。私たちは山または森林という豊かな
自然環境に囲まれており、この環境を維持することはとても大事である。人々は昔から山の恵み
で生活してきた。現在でも林業で生活している人々がいる。
　森林のうち 1020 万 ha が人工林で、1348 万 ha が天然林である（2017 年）。天然林は人の手が入っ
ていないのではなく、天然更新によって成立しており、部分的には植林がなされているものもあ
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な深刻な問題についての危機意識が弱い。『日本国勢図会 2018/19 年版』の 169 頁では「木材輸
入は 1950 年代後半から段階的に自由化が始まり、64 年には完全に自由化された。輸入木材は国
産材に比べて安く、また安定して大量に供給することができる。そのため輸入量は増えていき、






　日本の国土は 3779 万 ha であり、森林面積は 2443 万 ha（2015 年）である。このうち、約 6
割が針葉樹の人工林であり、そのほとんどは民有林である。2016 年の国産丸太の生産量は、全
体で 2066 万㎥で、そのうちの 1184 万㎥がスギで、ヒノキは 246 万㎥に過ぎない。輸入丸太
は、1980 年代がピークでほぼ 4000 万㎥を輸入し続け、2016 年は 537 万㎥に減少した。このう
ち、410 万㎥が米材（アメリカとカナダ）である。原木の輸入は減ったが、用材（製材品や合
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板）の輸入はそれほど減っていない。2000 年ころまでは 8000 万㎥で推移していたが、2016 年
でも 4958 万㎥である。これに対して、国産材の用材は 2235 万㎥に過ぎない。（『日本国勢図会
2018/19 年版』169 〜 171 頁。）
　林野庁・森林林業白書によると 2017 年の木材輸入額は 1 兆 1520 億円で、対前年度 104% であっ
た。丸太の輸入は 327 万㎥（対前年比 89%）で 869 億円であった。製材品は、632 万㎥（100%）
で 2510 億円（108%）であった。丸太の輸入は日本の製材業者を圧迫しないが、製材品の輸入は
製材業者にとって脅威となる。
　2016 年の木材の供給を国産・外材別に見ると、国産材は 2714 万㎥で、用材が 2235 万㎥であ
るのに対し、外材は 5093 万㎥で、用材は 4958 万㎥である。産地別の木材供給量を見ると、2015
2017 年　国別輸入量 数量 金額
 アメリカ














 2016 年  2018 年
 丸太 365 万 2000㎥  327 万 8000㎥
 製材品 631 万 5000  596 万 8000
 合板 215 万 6000  227 万 5000
合板の輸入
2015 年 2017 年
数量 金額 数量 金額
 マレーシア 116.4 万㎥ 795 億円  116.1 万㎥  634 億円
 インドネシア 77.9 611  78.3  516
 中国 17.9 111  13.5   75
 ベトナム 11.8 39  14.0   40
 EU 0.8 8   0.6    8
 その他 2.6 19   1.7   11
表 1　丸太・製材品の輸入の変化
表 2  輸入木材の変化（www.rinya.maff.go.jp/j/kaigai/attach/pdf/index-7.pdf）
表 3　合板の輸入量の変化（林経新聞社・外材総合需給連絡会まとめ）
　なお、2017 年の木材チップの輸入量は
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年で、国産が 2491 万㎥、米材が 1241 万㎥、南洋材が 584 万㎥、欧州材が 537 万㎥、オーストラ
リア材が 466 万㎥、チリ材が 398 万㎥と続き、かつて大量に輸入された北洋材は 208 万㎥に過ぎ
ない。
　国内の木材の需要は確実に減少しており、1990 年には国内消費が 1 億 1307 万㎥あったが、
2016 年には 7596 万㎥となり、製材用材では、1990 年の 5388 万㎥が、2016 年には 2615 万㎥に
まで減少している *2。これに対して合板用材は、1990 年に 1454 万㎥であり、2016 年でも 1024 万
㎥の需要が存在している。
　京都府の状況を府の統計資料から見ると、木材の生産額は 1983 年に 74.1 億円あったが、2016
年には 13.2 億円にまで減少している。木材の年平均価格は、1980 年がピークでヒノキで 1㎥が 7.64
万円であったが、2017 年には 1.81 万円にまで下落した。下落傾向は続いている。なお、木材の
規格は丸太・中はスギ・ヒノキ・マツ共通で 20 〜 28cm とされていたが、1978 年以降は、スギ・
ヒノキでは 14 〜 22cm、マツでは 24 〜 28cm とされた。この結果、中丸太のスギ・ヒノキから
は芯持ち角しか取れないことになる。
　府内の丸太の需要量は、1972 年には 131 万㎥あったが、2017 年には 44.5 万㎥に減少している。
これに対して生産量は 1971 年に 37.3 万㎥であったものが 2017 年には 14.4 万㎥になり、相対的
な自給率は改善されているが、減少傾向であることには変わりがない。
*2　『日本国勢図会 2018/19』171 〜 172 頁。
2015 年 2017 年
数量 金額 数量 金額
総輸入量 81.8 万㎥ 463 億円 98.3 万㎥ 558 億円
内、構造用 70.5 352 86.7 454
EU 65.5 327 79.8 419
内、構造用 63.3 315 77.6 408
中国 4.4 50 5.7 48
内、構造用 1.7 11 3.1 16
ロシア 6.2 27 6.9 32
内、構造用 5.2 23 5.9 28
インドネシア 4 36 3.9 30
内、構造用 - - - -
ベトナム 0.6 7 0.8 11
内、構造用 - - - -
その他 1.1 16 1.2 18



















































































































− 117 −− 116 −
月強から 1 年ほど行ってから、枝葉を除いて全幹で集材する。そして、全幹または玉切
り材の状態で林道端や下の土場で陽光と風による第 2 段階の乾燥を行う。この後、製材















失敗の是正に向けての 4 項目の提案にも賛成である（同 135 頁）。
　彼らは国有林の問題をとりあげている。2017 年時点で国有林は 766 万 ha 存在する。その単位
規模は民有林よりもはるかに大きい。希望者があれば売却できるが、経営を委託することは認め
られない。しかし、この点は変化している。2019 年 6 月 5 日に「国有林野の管理経営に関する
法律等の一部改正案」が成立し、20 年 4 月から樹木採取権という権利が認められた（後述）。こ
れは、林野庁・政府の考え方に変化が生じたことを示している。













































共政策』5 号 (2013 年）20 頁以下参照。
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　森林組合法は原則として員外利用を禁止しているが、9 条 8 項において、総事業量の 1/2 以内
であれば員外利用の特例措置を認め、同条 9 項において、組合員のためにする事業の遂行を妨げ
ない限度において、国、地方公共団体その他農林水産省令で定める営利を目的としない法人に、

























































　この対策として外材の輸入が始まり、1954 年 10 月にソ連材が静岡県清水港に初入荷された。
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後、化粧貼の利用は増加し続け、やがて、その使用は本格化し、1970 年には 12 万㎥に達した。
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高い。丸太から材木を取るとき、3m ごとに切り分ける。根本から順番に元玉､ 2 番玉､ 3 番玉
となり、当然、元玉の径が一番太い。そこで、国産材で元玉目当てに取り引きされる丸太の圧倒
的部分は 40 〜 50 年生くらいまでの若齢木となる。若齢木の場合、スギは木目が粗くなり、役物
がとりにくい。役物は節がないことに加え、年輪幅が密であることが必要条件である。スギより



















いた。地域の丸太を地域の製材業者たちが囲い込んでいた。1986 年 10 月に林業サイドが日田の
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単価は 1㎥当たり 21 万円、ヒノキは 33 万円である。これに対して美作産地の勝市の同年のスギ・
ヒノキの平均単価は 8.2 万円に過ぎない。吉野材センターをはじめ奈良県のいくつかの製品市場
では全国に例をみない単板市が行われている。単板（フリッチ）は化粧ばり集成材用のまさに役
物である。1980 年代に入り、奈良県ではヘリコプター集材が普及し、1990 年代には出材量の 80
〜 90% を占めるようになった。



























がらみぬき）のことであろう。日本の住宅用材は、基本的に長さを 4m（13.2 尺）、3.65m（12 尺）、
3m（10 尺）などに規格化されており、首都圏の樌は 3.65m に統一されていたのであろう。
　九州でスギ割柱の製造が開発されると、その原木として秋田の人工林スギに対する評価が高
まった。末口で 40cm 以上の原木が供給できるからである。柱の寸法は 3m あればよく、3.65m
では端材はでるが、割柱がとれた。これが秋田の割柱産地化へとつながった。
　1955 年頃に年間 40 万㎥の供給量を維持していた天然スギは、1965 年以降は 30 万㎥へ、1973
年には10万㎥へと減少する。しかし、一方では大量の人工林を抱えていた。1966年には101.4万㎥、
1977年でも71.9万㎥もの供給があった。2位の宮崎県の2倍もの生産を続けていた（荻91頁以下）。
　秋田の造林は特別経営時代に植林され、1976 年時点で、全国の 60 年以上の人工スギ面積の
15.1% を占めていた。この造林から供給される丸太は径が 30cm 以上の大径材が 1/3 を占め、他
の追随を許さなかった。この人工林のスギから九州や新潟などに役物の割柱をとって県北木材セ
ンター（協同組合秋田県北木材センター）に出荷すれば 1988 年 1 月時点で、4 面無節で 40 万円、
1 面無節でも 13.5 万円であった。（3m × 10.5cm 角）。これに対して首都圏市場向けの商品とし




























違いを明確に示して、とても示唆に富んでいる（荻 98 〜 101 頁）。
　熊本の製品問屋の A 専務は、九州で人気となっている割柱の原木が秋田から来ることを不思
議に思い、秋田県北木材センターを時々訪れた。そのときに A 専務は県北センターの B 専務に、
「九州で割柱が人気商品になっているが、原木はもともと秋田のものだから、秋田でも割柱を造っ








1977 年 1 月の県北センターでの価格
樌  3.65m × 1.3cm × 9.0cm   5 万円
割柱
　1 面無節  3m　10.5cm 角  12 万円





















1982 年 4 月からは造林杉は名称が秋田杉に変更され、天然物は天然秋田杉に変更された。
7　木材需要の変化
1　需要の減少
　木材の需要は戦後一貫して拡大したが、1973 年に 1 億㎥のピークを迎えると、それ以降は低
下する。木材需要は 2016 年の総供給量で 7808 万㎥に減少している。林野庁の統計資料では、
2/3 に減少している *12。
　1960 年から 1973 年までは日本の製材工場はおおむね 2 万 5000 カ所で推移していた。1974 年


























め、1960 年の取扱量 11 万 8000㎥のうち 83% が旧ソ連材であったが、1963 年には 34 万 3000㎥






























出る。それを修正するために、一度 4 面を挽いた後しばらく寝かせて乾燥させてから 2 度目を挽
くのである。






　農林水産省の「木材需給報告書」によると、ヒノキの中丸太（径 14 〜 22cm、長さ 3.65 〜
4m）の価格のピークは 1980 年で 1㎥あたり 7 万 6200 円であった。スギ中丸太も 3 万 8700 円でピー
クであった。両者とも 1990 年から大きく下落し、1992 年にはズギと米ツガの価格が逆転してス
ギは米ツガを下回るようになる。2005 年時点で 1㎥あたり米ツガ（径 30cm 以上、長さ 6.0m 上）
2 万 3000 円に対して、スギ中丸太は 1 万 2400 円である。
　2017 年の「林業白書」では、1㎥あたりスギ 1 万 3100 円、ヒノキ 1 万 8100 円に対して、米マ









　1995 年から 96 年にかけて、製材業界全体を激震が襲った。需要側（工務店、建築業界）が製
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材品の低品質に反発して製材品離れを招いたのである。主要な製材品が構造用集成材に取って代
わられた（林業白書 2017 年版・145 頁、資料Ⅳ -20 参照）。





高かった。1995 年にスギの柱は 1 本 2000 円に対し、集成材管柱は 2800 円もした。それでもクレー
ム対策と現場での加工のコストを含めて考えれば、集成材の方が安かったのである。





















　荻は、日刊木材新聞社が 2004 年に調べた製材工場の生産高ベスト 30 を紹介している（荻 136
頁）。第 1 位は、呉市にある中国木材で、2 位以下を大きく引き離している。米マツの原木を仕
入れて年間 112.8 万㎥を製材し、乾燥材は 48 万㎥である。2 位のオービス､ 3 位の東亜林業も広
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島（福山）の製材工場であるが、いずれも外国産原木を仕入れている。全体でも 24 社が外材を
中心に製材している。
　これに対して、国産材の製材工場は 6 社しかなく、7 位にサトウ、11 位（木脇産業・都城）、
13 位（協和木材・福島東白川郡）、22 位（外山木材・都城）、27 位（瀬戸製材・日田市）、29 位（トー
セン・栃木矢板）に並んでいる。サトウは北海道産のカラマツを年間 8.2 万㎥生産しているが、
残りの 5 社はスギの製材で、ヒノキの製材は 1 社もない。
　これまでは大規模製材工場はすべて外材の製材を専門にするものばかりであったが、国産材の




　2005 年に上記の 6 社を含む大規模国産材製材 27 社が集結し、国産材製材協会が設立された。
これらの製材所の年間原木消費量は 100 万㎥を超え、国産原木消費量全体の約 1 割を占める。生









技術が開発された。北海道には約 9000 万㎥のカラマツが蓄積されており、その多くが樹齢 50 年
前後と伐採に適する時期を迎えていた。しかし、カラマツは乾燥するとねじれが生じ、割れる
こともあり、これまではムク材で柱として利用されることは諦められていた。コアドライは、約
115 度と約 90 度の 2 段階で長時間乾燥させ、樹木内部の水分量を均等化させるものである。こ
うしてムク材としての利用を実現した。今後の供給量の拡大が期待される（日本経済新聞 2020





















丸太の日本の輸入量は 469 万㎥であったが、中国は 2004 万㎥にも達し、買い手としての日本の
地位は完全に低下した。これを見た荻は日本から中国への木材輸出を呼びかけたが反応は弱かっ




へシフトした。荻の作成した資料によると、合板向けに国産材が利用され始めた 2001 年に 18 万
2000㎥の国産材が用いられた。それが 2007 年には 163 万 2000㎥にも伸びている。最初はカラマ
ツの方が多かったが、2003 年からはスギが主力となり、2007 年には 106 万㎥になっている。さ







　2007 年、6 月に改正建築基準法が施行されると、住宅建築戸数は急激に減少した *14。2008 年に
は経済危機により住宅建設需要が大きく冷え込んだ。ところが、国産材丸太の価格は下がらなかっ
た。製材メーカー、合板メーカー、集成材メーカーの国産材への原料転換が続いたからである。
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㎥に達した後、2007 年には 163 万 2000㎥に、2016 年には 388 万 4000㎥に増加した *15。この中身は、
スギが大半で、2007 年の実績ではスギが 65.0%、カラマツが 23.7% であった。
　この背景にはロシアの動きがある。ロシアの産業用丸太の輸出は 2007 年に 5090 万㎥であった
が、2016 年には 2005 万㎥に減っている。それでも産業用丸太の輸出では世界一である。2007 年
に新「ロシア森林法典」を制定し、木材の高付加価値化の実施を義務づけた。丸太ではなく製材
品の輸出に力を入れるようになった。そこで 2007 年から 2008 年にかけて針葉樹丸太の輸出税率
を 6.5% から 25% に引き上げた。その後、2012 年 8 月の WTO への加盟に伴い、ヨーロッパア
カマツについて年間割当数量（約 1600 万㎥、うち EU 向けが 365 万㎥）の輸出税率を 25% から
15% に、ヨーロッパトウヒとヨーロッパモミについて年間割当数量（625 万㎥、うち EU 向けが
596 万㎥）の輸出税率を 25% から 13% に引き下げる一方、年間割当数量を超える分の輸出税率
は 80% に引き上げた。カラマツの輸出税率は 25% のままである（『2017 年林業白書』127 頁）。
　この結果、ロシアの丸太輸出量は 2012 年に 1765 万㎥に減少し、2016 年も 2005 万㎥となった。
ロシアから日本への丸太輸出量は 2006 年には 497 万㎥（日本の丸太輸入量の 47%）であったが、
2016 年には 16 万㎥（同 4%）と激減した。
　ロシアは 2017 年 12 月に、極東地域での木材製品化を進めるために、極東のエゾマツ、トドマ
ツ、カラマツの丸太に対する輸出税率の引き上げを決定した。加工品輸出比率の条件を満たさな
い企業に対する税率が現行の 25% から段階的に引き上げられ、2021 年以降は 80% の税率が適用
されることになった。
　この中で、富山をはじめとするロシア材の製材業界は国産材への転換や廃業が進んだ。合板業













































丸太の長さは 3m、4m（3.65m）、6m が主流であった。これは住宅のタテ使い（柱角など 3m、
6m）とヨコ使い（樌など 4m）からきていた。このため、従来は 3m 未満の材は端材として扱わ
れ、まともな値段がつかなかった。しかし、柱の時代には 2m が規準寸法である。まず、合板原
木の規準寸法が 2m である。ただし。合板メーカーが調達している原木はまだ 3m、4m が多い。
荻は今後、変化すると予想する。新しい板としての加工板（モルダー加工や乾燥を施したもの）
も長さは 2m、4m が主流で規準寸法は 2m である。
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9　木材価格の推移（規格と取引条件）
1　木材の需給の変化と国産材の価格の低下
　国内人工林の資源量は 2012 年で 30 億㎥あった（日本経済新聞 2018 年 9 月 13 日）。スギが樹
齢 50 〜 70 年を迎えていた。国内供給量は増えており、2016 年で 1184 万㎥に戻っている。しかし、
輸入材との競争になかなか勝てない。品質と安定供給に差があるからである。
　奈良県産の原木生産量は、役物に特化していた 1980 年代に年間約 50 万㎥あったが、最近では
1/3 以下に減った。価格の低迷による。国内の森林面積は国土の約 6 割、2500 万 ha あり、スギ・
ヒノキの人工林が約 1000ha である。しかし、樹齢 50 年超の木が放置されており、その面積は
増加している。2020 年には全体の 5 割に達する。そのため、2017 年夏の九州北部豪雨では大量
















製材用  輸入  998 万㎥
計 2637 万㎥
 輸入後加工  376
 国産原料 1263
合板用  輸入  566 万㎥
 輸入後加工   88
 国産原料  412
パルプ・チップ用  輸入 2710 万㎥
 国産原料  519
表 6　2017 年の木材の需給（林野庁『森林・林業白書』2019 年版 160 頁以下）
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　2019 年に入ると直径が 30cm 以上もある大径木のスギやヒノキの国産丸太の価格が低迷が鮮
明となった。2019 年の価格は林野庁の記録が残る 2002 年と比べて 3 割も下がった。
　戦後の植林により主伐期を迎えた 50 年を超える人工林の割合は半分に達している。特に木の
生長が早い九州地方は大径化が進んでいる。樹種はスギ、ヒノキ、カラマツ、トドマツなどが多
い。この大径木の安値が続いている。2002 年のスギ大径木の丸太の工場着価格は 1㎥あたり 1 万
9500 円で、中丸太（直径 24 〜 28cm）より 4000 円程度高かったが、2008 年に逆転した。2019
年は中丸太が 1 万 4300 円で、大径木丸太は 1 万 4000 円まで下がった。
　スギ産地の宮崎県森林組合連合会・宮崎林産物流通センターでは、20 年 1 月の木材市場での
価格は 3m のスギ（直径 24 〜 28cm）が 1 万 2100 円で、大径木は 1 万 500 円である。1600 円も





和室は減少した。日本木造住宅産業協会によると畳市場は 30 年前の 5000 万畳が現在は 1/5 しか
ない。
　建築工法も変わった。柱や梁を隠す作りが主流となり、集成材や外材を使うことが増えた。建
築用材は直径 16 〜 30cm の需要が多く、大径木は少ない。なんと、バイオマス発電の燃料用チッ
プになったり、低価格で中国に輸出されている。
　大径木を加工する機械も減り続けている。丸太の生産量の減少に伴って 1960 年に 2 万 4229 カ
所あった製材工場は 2017 年に 4814 カ所にまで減り、工場の大規模化が進むと同時に、「ツイン
バンドソー」といった直径 30cm までの丸太を無人でひく機械が主流となってきた。






*17　日本経済新聞 2020 年 2 月 19 日。
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（2）　丸太の価格変化
　林野庁によると、2017 年 1 月のスギ中丸太やヒノキ中丸太の平均価格は、ピークだった 1980
年の 2 〜 3 割に過ぎない（日本経済新聞 2017 年 3 月 1 日）。丸太の価格が低下するにともなって、
林業従事者の所得も低下し、人数も減っている。
　林野庁のアンケート調査結果によると、2013 年度の林業従事者の 1 人当たり平均所得は、305
万円で、全産業平均の 414 万円を 26% も下回る。しかも、年間を通して安定した仕事量を確保
することが難しい。冬は積雪で山に入れなくなる。林業従事者のうち、年間就業日数が 60 日に
満たない人の割合は 2 割近くにもなる。1980 年に 14 万人を超えていた林業従事者は、2015 年時
点で 5 万人を下回った。
　国産丸太の価格（製材工場着）は、1980 年をピークとして長期的に下落傾向にあったが、
2009 年以降はほぼ横ばいになった。2013 年から 2014 年にかけては住宅向け需要が好調で、製材
用素材価格は上昇したものの、2015 年にはスギ、ヒノキの丸太価格が下落した。
　2018 年は堅調な建築需要等によりやや上昇し、スギ 1 万 3600 円 /㎥、ヒノキ 1 万 8400 円 /㎥
となった。カラマツは 100 円下がって 1 万 1800 円 /㎥となった。しかし、2019 年 11 月には、国
産丸太の輸出価格が 1 万 1800 円 /㎥に下がり、16 年 9 月以来の安値となった。米中貿易摩擦の
影響による。
　輸入丸太の価格は、為替レートや生産国の動向等によって大きく変化する。米材（アメリカ・
カナダから輸入する米マツなど）丸太の価格は 2005 年から上昇していたが、2018 年も高騰し、
米マツ丸太の価格は 4 万 200 円 /㎥である。米ツガは 2 万 6800 円 /㎥である。
　2019 年の秋に北米産丸太が下落した。19 年 10 月積みの米マツ IS 級が 800 ドル（FAS）/1000
スクリブナー（前月より 10 ドル安）に下がった。屋根を支える部材に使うマツ小径木（SLC）
級が 780 ドル /1000 スクリブナーは前月と同じ。これらは 2015 年 6 月以来の安値である。競合
する欧州産集成材の値下がりによる。また 20 年 1 月に始まる船舶燃料の環境規制強化により米
国産スギ 国産ヒノキ 米マツ IS 同 SLC  米ツガ  北洋材
16.12 積 850scr.FAS
17.2 積 860ドル/5.4㎥
17.6 積 860   840ドル/5.4㎥
17 平均 1万3100/㎥
18.3 積 1040 1030
18.3 1万2400/㎥ 1万6100/㎥ 8300円※
18 平均 1万3600円 1万8400円 4万200円/㎥ 2万6800/㎥ 2万6300/㎥
19.10 積 800ドル /5.4㎥   780
20.2 1万4300円
表 7　国産丸太と輸入丸太
※ FOB, 0.28㎥であり、1㎥換算で約 3 万円。18 年平均はすべて工場着価格。国産スギ、ヒノキも同。
1 ドル 107 円、1 ユーロ 117 円で換算。
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国からの輸送費が 1 〜 2 割上がる見込みとなった。
　北洋材丸太の価格は　原油価格の上昇とロシアによる丸太輸出税の引き上げにより、2007 年




　国産丸太は㎥で価格が表示される。工場着価格では、2019 年のスギ中丸太が 1 万 4300 円、大
径木丸太が 1 万 4000 円。20 年 1 月の宮崎市場では、3m のスギで、中丸太が 1 万 2100 円、大径
木丸太が 1 万 500 円だった。
　北米産マツ丸太は、IS 級が直径 30cm 以上で、1000 スクリブナー（約 5.4㎥）単位で価格が表
示される。輸入後は米マツ KD 平角（へいかく）などの製材品に加工される。KD は Kiln dry で、
機械乾燥、天然乾燥は AD Air dry という。
　屋根を支える部材などに使われる北米産マツ丸太の SLC 級は、直径 20 〜 28cm 以上で、やは
り 1000 スクリブナー（約 5.4㎥ ）単位で価格が表示される。いずれも FAS（船側渡し）で、単
位はドルである。この北米産丸太は、輸入丸太の 8 割を占めている。米マツ商社売値は、1 農
林石（0.28㎥ ）単位で、本船渡し（free on board）、円で表示される。18 年 3 月の本船渡しで
8300 円 /0.28㎥であった。19 年春以降の米マツ丸太の価格下落は、米国の住宅着工の頭打ちが原
因である。
　米マツ KD 平角は、幅厚さがともに 7.5cm 以上の角柱で、梁や桁に使用される。18 年 5 月の
米マツ KD 平角（4m × 10.5cm × 30cm）は、東京地区卸値で 5.85 万円 /㎥である。19 年 8 月期
は 5 万 6000 〜 5 万 7000 円 /㎥ であった。
（2）　取引価格の種類
　FAS は、"Free Alongside Ship" の略で、貿易における船側渡しである。インコタームズ
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　FAS　　Free Alongside Ship　船側渡し。
　FOB　 Free on Board　 本船甲板渡し。






　全体を見渡すと、近年の製材品での価格は、欧州集成材が 6 万円超 /㎥であり、ついで米マツ
KD 平角が 5.8 万円 /㎥となり、日本の製材品はそれらに次いでいる。カナダ産 SPF からの 2 ×




辺の長さが約 10.5cm、または約 12cm の正角は「柱角（はしらかく）」と呼ばれる。
　平角（へいかく）は、横断面が長方形で、幅、厚さともに 7.5cm 以上の角材をいう。主に木造
住宅の「梁」や「桁」（屋根を支えるための水平材）などに用いられる。
　国産材の集成管柱は、19 年 10 月に、1 本 1850 〜 1880 円であった。また、輸入製材は、産地によっ
て仕上げが異なっている。













2018 年平均で、スギ正角が 6 万 6500 円 /㎥、ヒノキ正角が 8 万 3300 円 /㎥であった。 
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（1）　カナダ産 SPF
　2 × 4（inch）向け製材品のカナダ西部産 SPF（トウヒ、マツ、モミ）は、日本向け規格（J グレー




2018 年までは値上がり傾向にあった。集成平角（4m × 10.5cm × 30cm）の 1㎥あたりの価格を
表示している。この欧州産赤松集成材の集成平角は梁などに使用され、国内需要の 3 割を供給し
ている。また同じく柱に使われる集成管柱（3m × 10.5cm 角）は 18 年、19 年ともに 1 本 1930
〜 1960 円とほぼ横ばいであった。
　ラミナの対日価格の変化は、19 年 8 月期が 240 ユーロ /㎥ （FOB,2 万 8080 円）、19 年 10 月期
が 230 ユーロ /㎥、20 年 1 〜 3 月期が 235 ユーロ / ㎥ である。
　欧州産集成平角の東京地区問屋卸価格は 20 年 3 月で 1㎥当たり 5 万 8500 円 / ㎥ 。4 〜 6 月期
で梁向けが 250 ユーロ /㎥ （FOB）で、集成平角東京地区問屋卸価格は 405 ユーロ（5 万 2385 円）
/㎥であった。
　19 年 2 月に日欧 EPA が発効し、為替相場も円高になったため、輸入価格が低下した。ラミナ
の関税率は 2 月に 4.8% から 4.2%　に下がり、4 月には 3.6% になった。集成管柱（3m × 10.5cm）も、
19 年 8 月期に 1 本 1895 円に下がった。
5　合板の価格変化
　2016 年には、国内の合板製造量が 1995 年以来、21 年ぶりに輸入合板を超えた。国産材の普及
を促す政府の支援策を受け、木造建築への採用が進んだ（日本経済新聞 17 年 1 月 14 日）。
　2016年に国内で製造された合板は306万3000㎥、輸入量は279万2000㎥になった。これはマレー
シアなど産地の環境規制の強化で原料の丸太価格が上昇したことにより、国産針葉樹に新たな需




　2017 年 2 月には国産合板が 2 ヵ月連続で上昇した（日本経済新聞 17 年 2 月 10 日）。壁や床用
の需要が堅調で、価格は 12mm が 1 枚 1010 〜 1030 円をつけた。16 年の国産針葉樹合板の生産
量は 289 万 7000㎥ となり、過去最高の 13 年を 10% 上回った。
　18 年 2 月 20 日の日本経済新聞では、普通合板が原木の品薄で高値となり、東京地区問屋卸値
は 2.3mm が 1 枚 600 円、4mm は 745 円、5.5mm は 860 円となった。
　20 年 3 月までは値上がりを続けたが、その後、価格が下がり始め、5 月の東京地区問屋卸価格
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　国産針葉樹合板の生産は 2019 年がピークだった。2018 年の生産量は 309 万㎥で 10 年間で 1.5
倍に増えた。19 年はそれを上回ったとみられる。すでに述べたように、南洋材の輸入が大きく
低下した。合板の 18 年度の総輸入量は 292 万 3056㎥で、11 年の 366 万㎥をピークに減少してき
た。この結果、国産針葉樹合板の生産量は 16 年に輸入量を上回り、その後もシェアを伸ばして
いる。国産合板の利用は住宅・建築物向けで採用が広がっている。阪神大震災の教訓を踏まえた
2000 年の建築基準法の改正で、木造住宅（18 年度で新築戸数は 55 万戸）に耐震性が求められる
ようになり、柱と柱の間に合板をはめ込むといった形で住宅 1 戸当たりの合板の使用料が増えた。
　さらに東日本大震災や熊本地震をきっかけに、より強度の高い分厚い合板のニーズが高まった。
壁などに貼る構造用合板は 10 年前には厚さ 9mm が主流だったが、2019 年では 12mm が主流に
なった。こうして、壁に使う構造用合板は 9 割、床板に使うフロア台板も 3 割が国産材に切り替
わった。
　2010 年施行の「公共建築物における国産材の利用促進法」（後述）も後押しとなり、木造建築




*18　日本経済新聞 2019 年 11 月 16 日。




18平均 1080〜1100 1290 円/枚 570〜630/㎥
19.6 1390 1440
19.9 1340 1370
20.2 1340 1370 500ドル/㎥




　国産合板の規格は、厚さ 12mm、幅 91cm、長さ 1.82m。
　型枠用合板原木は運賃込み。20 年 2 月の塗装用合板は約 600 ドル。
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6　国産材の輸出
　2018 年の国産材の輸出額は 350 億円（5 年で 2.8 倍）と 41 年ぶりに最高を記録した。中国向
けが 158 億円であった。スギ丸太は 148 億円、115 万㎥で、中国向け価格は 140 〜 150 ドル /㎥ 
であった。これは、米マツより安く、ニュージーランド産松材とほぼ同じ価格であった。主に梱
包材として利用される。アメリカでは戸建て住宅用の木製フェンス需要が堅い。
　スギ丸太の輸出価格は 2013 年には 1 本（30cm、梱包用）6000 円であったが、18 年 9 月には 1 本 1.2







CLT を構造材に使った建築物が全国で 9 棟ほど建設された。例えば 2014 年 3 月に完成した高知
おおとよ製材の社員寮は、3 階建て延べ 267㎡である。2015 年度中には 10 棟程度が建築された（日
本経済新聞 15 年 8 月 31 日夕刊）。16 年 3 月に完成した高知県自治会館は 6 階建ての 4 〜 6 階に
地元木材を加工した CLT を使った。約 13 億円の建設費のうち約 2 億 8000 万円は国や県の補助
金で賄った。高知県では 15 年度に 5 棟の着工計画があった。
　CLT は建築基準法に基づく設計基準が 15 年 8 月時点ではなかった。ビルなどの建設に使う際
には個別に国土交通大臣の認定が必要であった。16 年度に設計基準を整備した。
　林野庁によると主要な構造物に木材を使った公共施設は、2014 年度に初めて 10.4% に達した。
国は 1950 年に木造の公共施設を事実上禁止したが、2010 年の木材利用促進法で方針を変えた（日
本経済新聞 16 年 8 月 13 日夕刊）。
2　クリーンウッド法（2017 年 5 月施行）
　製材会社や商社、建設会社などの事業者に違法に伐採されていない木材の利用を促す。国産材
の普及拡大に繋がる可能性がある。しかし、違反に対する罰則規定はない。
　近時、公共事業の拡大などで国産材に追い風が吹いている。2015 年の木材自給率は 30 年ぶり
の高水準となった。ただし、バイオ発電用の木材チップを含んでいるので、建築材はそれほど増
えていない。また、針葉樹合板のように安価な製品が伸びている。
　割安な価格と安定供給が可能な輸入材は 1980 年代後半から増え始めた。（日経新聞 17 年 3 月
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北洋材のことか）。そこで、違法伐採が少ないとされる国産材の利用を増やすことが狙いであった。
3　森林経営管理法（2018 年 5 月 25 日に成立、2019 年 4 月施行）
　人工林 1000 万 ha のうち、6 割強が伐採期であるにもかかわらず伐採されない。その原因のひ
とつは、山林の境界と所有者が不明な土地が多いためである。地籍調査ができていない森林の面
積は全国で 1 万 ha 以上にのぼる。林野庁は 2018 年度末までに「林地台帳」を作るとしていた。
現状は木材生産額 2000 億円に対して、林道・造林の補助金だけで 3000 億円を支出している。生
産と補助の関係が完全に逆転している（日本経済新聞 17 年 11 月 21 日）。
　森林経営管理法は、民有林を対象として、成熟した森林資源を伐採し、それを木材産業に原料
として安定供給し、林業と製材業の成長産業化を図るとともに、新しいシステムを導入するため
の法律である。なお、国有林野については 2019 年 6 月 5 日に「国有林野の管理経営に関する法律」
が改正され、2020 年 4 月から施行された *19。
　佐藤宣子によると、森林経営管理法が制定された背景には、木材自給率の改善がある。木材自
給率は 2002 年に最低の 18.8% を記録したが、その後、輸出国の環境規制等による輸出の抑制な
どにより、国内産の利用が増え、2017 年には 36.0% にまで回復した。国産材の素材生産量や全
体の需要量も 2010 年ころから増加している *20。
　2018 年 1 月、安倍首相は施政方針演説において、戦後以来の林業改革に挑戦すると述べた。
























営管理をおこなうことができる（経営管理法 33 条）。経営管理権集積の存続期間は 15 年以上が
望ましく、上限は 50 年である。このように長期にわたって森林を管理するとされているにもか
かわらず、市町村の中には林業技術者を配置していないところが多い。








































4　国有林野の管理経営に関する法律（改正法が 2020 年 4 月施行）
　国有林野については 2019 年 6 月 5 日に「国有林野の管理経営に関する法律」が改正され、







　2013 年度の『森林・林業白書』の第 1 章は「森林の多面的機能と我が国の森林整備」であり、
2014 年度の同白書の第 1 章は、「森林資源の循環利用を担う木材産業」であった *24。多面的機能を
特集した 2013 年度は、木材等生産機能と地球温暖化防止機能の発揮の観点から、成熟した森林
資源を伐採し、利用した上で跡地に再造林を行う「若返り」を図ることが求められると書かれて






森林生態系では落枝落葉等が分解 = 腐敗する際に大量の CO2 を排出する。さらに森林には CO2
の排出者である各種の小動物や微生物も共生している。このため、欧州諸国は京都議定書を締結
した直後から、森林は CO2 の吸収体ではないとしている（村尾 113 頁以下）。
　次に森林の保水力に対する大きな誤解を指摘している。森林の公益的機能に関連して「針葉樹
*24　2019 年度の第 1 部、第 1 章は「今後の森林の経営管理を支える人材」であった。
京都府立大学学術報告（公共政策）第 12 号
　7_ 公共政策（大島）
























で建てられたスパン 40m の音楽堂であり、1932 年にミュンヘン郊外のイスマニンクに建設され
た高さ 115m の国際放送塔である。1934 年にも 163m の放送塔が完成している。それ以降、次々
と集成材による大型構想建造物が建築されている（村尾 170 頁）。
　この動きは遅ればせながら日本でも現れた。岡山県真庭市では 2018 年春に 4 校の統合で開校
する北房小学校に岡山県産の木材を使用した。約 2000㎥である。木造住宅 83 戸分にあたる。そ
の半分が CLT である。真庭市内には CLT メーカーの銘建工業の本社がある。2016 年には市内








る森林組合や事業者に新規就業者 1 人当たり月 9 万円を支給する。13 年度には、林業大学校な
どで学ぶ若い人に最大年 150 万円を 2 年間まで給付する制度もつくった（日本経済新聞 17 年 3
月 2 日）。しかし、ドイツと比べるとまだ大きな差がある。













し、修学・研修期間は 1 〜 2 年間であるものが多い。
4　新時代の林業
　荻は次のように述べている（181 頁以下以下）。
　2009 年 6 月に長期優良住宅普及促進法が施行され、同年 10 月には住宅瑕疵担保責任履行確保
法が施行された。長期優良住宅普及促進法では構造躯体の劣化対策として構造部材の規準が設け
られた。
　さらに建築基準法の 4 号特例の見直しも予想される。4 号特例は、2 階建てまでの在来工法住
宅に認められている構造関連審査の省略の特例措置で、これが見直されれば、確認申請に必要な
図書の「使用構造材一覧表」において、構造材についての品質の明示が求められる。その場合に
は客観的に認定された品質として JAS 製品などが必要となる。しかし、現状では JAS を取得し
ている製材工場はとても少ない。
　木造住宅の観点から、これらの法令に共通しているのは、その対象が構造材に集中しているこ









年の住宅建築戸数は 106 万戸で、在来工法によるものは 39 万戸である。今後も、この程度しか
建てられないだろう。仮に年 40 万戸の在来工法住宅が建てられるとして、1 戸当たり 80 本の柱
を使うとすれば、3200 万本の需要が見込まれる。柱の供給シェアは集成材が 70% を占めるので、
製材品は 30% であり、960 万本、32 万㎥である。製材の歩留まりを 50% とすれば、丸太の材積
は 64 万㎥となる。この数字は、年間 10 万㎥の丸太を挽く製材工場が 6.4 あれば足りることを示





































　京都府の木材需要に対する外材の比率は、2006 年まではほぼ 80% であったが、翌年から劇的
に減少し、2017 年には 34% にまで落ち込んだ。反対に、国内の他府県の木材が増加し、2017 年






どにも用途が広がっている（日経新聞 17 年 2 月 17 日）。しかし、木材全体の需要は伸びていない。







礎工事に使う型枠用合板も輸入品が過半である。問屋卸価格は 17 年 2 月で 1 枚 1290 〜 1310 円。
国産品は 1 枚当たり 50 円程度安い価格の流通が多いが、反りが出やすいとされ、割高でも輸入
材を選ぶ工事業者が多い。木製家具の分野でも、輸入品が存在感を増している。2014 年の木製
輸入家具のシェアは 24% と過去 5 年で 5 ポイント増加した。スギやヒノキは北米産のナラなど
と比べて強度や耐久性で劣り、机や椅子に使いづらいとされている。
　このように輸入品が主流の国内の木材市場で、国産化の動きが加速している。2015 年の木材
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中国製材（呉市）は、木質バイオマス発電に取り組んでいるが、原料は製材木材の残りである。
　最近では、自由貿易協定の影響も無視できない。TPP11 は 2018 年 12 月に発効し、日欧 EPA

























　いままでの日本では、植林した木が大径木になる前に伐採していたので、1 本の木から 1 本の
柱しか取れず、しかも芯持ち材がほとんどであった。芯があると乾燥するに従って木が曲がり強
度も弱い。最近では植林して 60 年以上の大径木も増え、芯去り材を取ることも可能となっている。
その場合に 3 寸 5 分角の柱を取ろうとすると末口でも 400mm 以上の原木が必要となる。
国産材の利用の拡大と林業経営の発展のために
　7_ 公共政策（大島）
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　1 寸は、約 30.303 mm で、尺の 10 分の 1 と定義される。3 寸 5 分角の柱は、106mm となり、
10.5cm 角の柱と呼ばれる。日本の住宅用材は、基本的な長さが 4m（13.2 尺）、3.65m（12 尺）、3m（10
尺）などに規格化されているので、立木を伐採したときには、それらに合わせて玉切りする。そ








　中程度の太さの丸太を「中目丸太」といい、柱適寸丸太（末口の直径が 14cm 〜 18cm）と、
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木造 2 階建、日本瓦葺きの場合は、1 階の柱は土台上端から梁下端までの高さの 1 ／ 28 以上が
求められる。和室などの天井を高く取ろうとすると、10.5㎝角の柱では 294㎝となるが、床の高さ・
梁成、天井施行を考慮すると、実際には 2.4m しか取れないので、それ以上の高さを求める場合
には 1 ランク上の 12.0cm を使用しなければならない。しかし、柱を太くすすれば、土台、間柱、
内法材などが大きくなり、材木費が 20 〜 25％ぐらい高くつく。
　管柱（くだばしら）は、木造 2 階建以上の建物で、その階のみに建っている柱のこと。 管柱は、
1 階では 2 階の床を支える梁や胴差にかかる力を土台に伝えて、2 階では小屋梁や桁にかかる屋
根の荷重を受けて梁や胴差に伝える。これに対して、土台から軒まで 1 本の材で通った柱を通柱
と言い、角の部分を出隅の通柱という。
　胴差は、床を支える梁で建物の外周に使われている材を言う。1 階と 2 階の間の外側に見えて
いるのが胴差で、2 階の屋根を一番外側で支えているのが桁で、それ以外の材はすべて梁と言う。
　化粧貼造作用集成材は、ひき板（ラミナ）を素地のまま集成接着したものを芯材とし､ 表面に
美観を目的として化粧薄板を貼り付けたものである｡  または､ これらの表面にみぞ切り等の加
工を施したもので､ 主として構造物などの内部造作に用いられる｡ また、枠材､ 長押､ 敷居､ 鴨
居､ 廻り緑､ 上り框など和室用内装造作材の他に､ 洋室内装材としても使用される。
　構造用合板の JAS 規格は、1969 年 9 月に制定されて以来、数々の変遷を経て今日に至った。
構造用合板は単板構成が全層広葉樹単板の広葉樹合板、広葉樹単板と針葉樹単板を組み合わせた
複合合板及び全層針葉樹単板の針葉樹合板があり、厚さは 9.0、12.0、15.0mm が JAS 格付の主
なものである。住宅建築に根太を省略して作業効率の向上や防音を目的とするなど、厚さ 24.0、
28.0、30.0mm の JAS 格付も増えている。
　サイズについては、パネル化による耐震性向上と現場での作業時間短縮から標準的なサイズと
して 910 × 1820mm（3 × 6 サイズ）、910 × 2430mm（3 × 8 サイズ）、910 × 2730mm（3 × 9
サイズ）、910 × 3030mm（3 × 10 サイズ）などがあり、ハウスメーカーを主体として需要の増
加が続いている。














　構造用単板積層材（Structural Laminated Veneer Lumber）は、単板積層材のうち強度を保
証して構造用に使われるものである。多様な構造用耐力部材の構成要素として、ボックスビーム、
I（アイ）ビーム、トラスのガセットプレートなどとして、梁、桁等に利用されている。
　構造用パネル（Structural　panel）（Oriented Strand Board 配向性ボードを含む）は、木材
の小片を接着剤を用いて接着し熱圧成形等を行ったパネルである。床、壁、屋根の下地などに使
われる。









桁などの水平な部材を接合し、そこに 1 階や 2 階の床組と屋根を構成する小屋組を組み合わせて、
建物の骨組を作る。これに対して現在、よく利用されているのが、ツーバイフォー工法（枠組壁
工法）である。これを用いた建築物を枠組壁工法住宅、一般にツーバイフォー住宅と言う。その
構造部分に使用する製材を、「枠組壁工法構造用製材」（ツーバイフォーランバー又は 2 × 4 ラン
バーと言う）という。製材とその製材同士をたて継ぎした材料を「枠組壁工法構造用たて継ぎ材」
と言う。いずれも日本農林規格にある。1 インチは 2.54cm であるから 2 × 4 とは、5cm × 10cm
の材である。この他にも木質ブレハブ、軽量鉄骨プレハブ建築もよく用いられる。プレハブは
pre fabricated house の略で、あらかじめ工場で形成された部品を現場で組み立てるという意味
で、構造的に堅固である。
（2020 年 6 月 16 日受理）
（おおしま　かずお　京都府立大学公共政策学部　名誉教授）
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